
事業者名（屋号） 受講料不返還条項 支払方法 コース例 本社・支社

1
株式会社辰巳法律研究所
(辰巳法律研究所）

一度お納めになりました授業料等は理由の如何を問わず、返金には応じかねます。
※申込書内に記載

※キャッシュバック制度あり
司法書士８ヶ月合格コース、司法書士１年３ヶ月合格コース、司法書士２０ヶ月合格コースの
一括申込者で翌年度、翌々年度の司法書士本試験に最終合格した場合、受講料の半額が
キャッシュバックされる。司法書士OUTPUTフルパックの一括申込者で翌年度、司法書士本
試験に合格した場合、支払済みの受講料が全額返金される。
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申入れたところ、同年4月
3日付け、4月27日付け、7月2日付けで改善の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者
ネットのホームページに掲載。

一括前払い
大学生協・辰巳窓口直接払い・
デビットカード払い・郵便振替・
銀行振込・現金書留・提携書店
払い
教育ローン最長３６回払いあり

入学金なし・支払時期は申込時。
年数回、開講日が設定されている。
司法書士８ヶ月合格コース・２０ヶ月合
格コース（\５９０,６００）司法書士１年３ヶ
月合格コース（￥５８３,２００）これらの
コース、期間は違うが内容は同じ。
司法書士ＯＵＴＰＵＴフルパック（\１６６,６
００）ロースクール・新司法試験・現行司
法試験入門講座２００９年入学法学既
修者コースA（\８９２，６００）

【代表取締役】後藤　守男
【東京本校】
〒１６９-００７５
東京都新宿区高田馬場４－３－６
℡０３－３３６０－３３７１
【大阪本校】
〒５３０-００５１
大阪市北区太融寺町５－１３
東梅田パークビル３F
℡０６－６３１１－０４００

2
株式会社東京アカデミー
（東京アカデミー）

入学手続き完了後の学費は、消費者契約法および当校の債務不履行に基づく契約の解除、
解約並びに定員締切、学費返還制度に基づく学費返金の場合を除き、原則として一切返金
できませんので予めご了承下さい。

※「学費返還制度」とは入学手続完了後、講座開始前に公務員試験に最終合格した場合、
最終合格通知を提示して手続をすると入学金を含む全学費を返金する制度。尚、講座開講
後の提示による返金は、入学金と消化授業料及び、教材費を差し引いた学費のみの返金と
なる。
※公務員の各パンフレット(三種類)により記載場所が異なる。
①入学願書裏面「ご入学前にお読み下さい」に記載。
②申込み方法・振り込み先のページの一部に記載。
③フォローアップ制度のページの一部に記載。
〔パンフレットはH１９.１.１８現在、配布中のもの〕
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申入れたところ、同年3月
29日付け、6月15日付けで改善の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネットのホーム
ページに掲載。

【現金一括前払】
窓口持参・銀行振込・現金書
留・生協提携書店払い
【教育ローン】
東京アカデミー教育ローン
ジャックスのクレジット（立替払）

【公務員】
・入学金　３０,０００円
・支払時期は申込時
・年数回、開講日が設定されている。
・職種ごとのコースで全日制・夜間とも
セットされた科目数によりフリーベーシッ
ク、ベーシック、主要科目のコースがあ
る。他に単科の科目オプションもあり。
・学費の中に入学金、教材費、消費税
が含まれる。
【学費例】
・行政コース全日制パーフェクトAコース
２月生の場合(\６５０,０００)
・講義は２００７/２月～２００８/５月末ま
で
・受講申込可能期間は２００６/１２月～
２００７/４月

【代表取締役】佐川　泰宏
【本社】〒５３０-０００１
大阪市北区梅田１-３-１
大阪駅前第一ビル１２F
℡０６-６３４５-０７３１（代）
【神戸校】〒６５０-００３４
神戸市中央区京町７５-１
京町栄光ビルディング１F
℡０７８-３９１-０７３１

3
有限会社 日本司法学院
(司法書士試験専門指導校
　日本司法学院）

受講手続終了後は、受講料はお返しはできませんのでご了承下さい。
※受講申込書欄に記載

※口頭で「原則返金しない。契約約款等はない。ただし、特段の事情（例・阪神大震災）で、
受講できなくなった時は学院長の山本利明の裁量で返金したことはある。
合格者については受講料全額返金制度有り」と説明を受けた。
※受講料全額返金制度
翌年度用司法試験対策の「1年合格メイン講座」に含まれる「択一特訓講座」「択一集中講
義」「体系書式講義」「答案練習会」「書式演習」「書式完成」 の講座に入金済みで、今年度司
法書士試験最終合格者に、支払済み受講料全額が返金される。
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申入れたところ、同年3月
8日付け、4月4日付け、6月14日付けで、改善の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者
ネットのホームページに掲載。

一括前払い
事務局直接・郵便振替・現金書
留
別に司法教育ローンあり

１年合格メイン講座（通学部\５１６,６０
０）
新・合格講座（通信教育・￥３１５,０００）
直前講座（￥２７７,２００）

【代表取締役】山本　利明
【本社】
東京都千代田区岩本町１－６ー７宮
沢ビル
【東京本校事務局】
〒１０１-００３２
東京都千代田区岩本町１ー５－５
司法ビル
℡０３－３８６２－３８６６
【大阪本校事務局】
〒５４０-００２６
大阪市中央区内本町１－３－６　ア
ティックビル６Ｆ
℡０６－６９４４－８０１０

4
株式会社早稲田セミナー
（早稲田セミナー）

一旦納入した入学金及び受講料などの返金は、理由の如何を問わずご遠慮ください。
※受講申込票に記載
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申入れたところ、同年4月
3日付けで改善の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネットのホームページに掲載。

窓口・現金書留・郵便振替・銀
行振込・ジャックス教育ローン

司法試験　基礎講座(\３２４,０００)
（ライブ・ビデオ・ビデオブース）
１１/１２月　現行司法試験・ロースクー
ル併願プラン(\５５８,０００～５９３,０００)

【代表取締役】成川　豊彦
【東京本校】
〒１６９-８６７０
東京都新宿区高田馬場２-１６-３
℡０３-３２０８-６６４０）
【神戸校】
〒６５１-００８７
神戸市中央区御幸通７-１-１５
℡０７８-２３１-６６４０

【解約制限条項の修正経過一覧表 Ⅰ】　　　※は注釈　　◆申入後の各社の回答・改定状況はhttp://hyogo-c-net.sakura.ne.jp/overture.htmlをご参照下さい
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事業者（屋号） 解約制限条項 支払い方法 コース例 本社・支社

5

学校法人大原学園
(資格の大原)
(大原簿記専門学校)
(大原簿記法律専門学校)
(大原法律公務員専門学校)
(大原スポーツ＆メディカル専門
学校)
(大原医療秘書専門学校)
(大原情報システム専門学校)等

３.受講申込後の取消、解約、休学は、申込者ご本人の死亡、疾病（医師の診断書が必要）に
よる受講不能、これらに準ずる正当な理由がある場合に限ります。なお、取消、解約に対す
る精算金の計算は当校の定めに基づいた金額となります。また、当校規約および規定に対し
てご承諾いただけなかった場合には、開講日前日までに限り解約手続きを取らせていただき
ます。
※以上は窓口で規約を確認した際に交付されたもの

受講申込み後につきましては、以下についてご承諾いただいたものとさせていただきます。
３.受講申込み後において、お申込み者ご本人の死亡、重大な疾病(医師の診断書が必要と
なります。)による受講不能又は、これらに準ずる正当な理由があると大原グループが認めな
ければ、受講お申込みの解消、解約などによる返金を請求することはできません。
４.取消、解約、変更などによる精算金の計算(承認手続き後)は、定価受講料を基準とした役
務の提供・時の経過などの権利消滅部分及び違約金を受領金額から差し引く方法(大原グ
ループの定めに基づいた金額)となります。
※以上はパンフレットに記載
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申し入れたところ、同年3
月30日付け、6月28日付けで、改善する旨の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネッ
トのホームページに掲載。

【現金一括前払】
窓口持参・デビットカード・銀行
振込・郵便振替・生協購買会等
【教育ローン】
株式会社　生涯学習振興会と
教育ローン契約を結ぶ（保証委
託契約先はジャックスでの四者
間契約）

税理士
・入学金　６,０００円
・支払時期は申込時
・年数回開講されるが、開講後でもサ
ポートシステムがあるので申込みは可
能。
・開講時期毎にスタートレベル（入門・簿
記３級レベル・簿記２級レベル）と期間
（１年・２年・３年）とを組合わせた多彩な
コースがある。本科（パック）と単科でも
申し込み可能。通学講座にも教室通学
とDVD通学がある。
・各種割引制度あり。
【学費例】３年５科目パック　入門レベル
\６５５,０００　（早期割引キャンペーン価
格　\６００,０００）

【理事長】久保　富美夫
【本部】〒１０１-８３５２
東京都千代田区西神田１-２-１０
℡０３-６７４０-０００８
【大原簿記専門学校神戸校】
〒６５１-００８５
神戸市中央区八幡通４-２-５
 ℡０７８-２２２-８６５５
（社会人課程）

6

【解約制限条項の修正経過一覧表 Ⅱ】 　◆申入後の各社の回答・改定状況はhttp://hyogo-c-net.sakura.ne.jp/overture.html　をご参照下さい

税理士　本科講座
【税理士Ⅰ期コース】
９月開講１１ヶ月、ライブ（通学）講座
１科目￥１６３,０００
２科目￥２９３,０００
３科目以上のセット割引もあり
フリーコース￥５７２,２５０（２年間の学
習期間内で開講科目を自由に受講でき
るコース）
５科目週２回・全７５回
【税理士必勝コース】
１月開講７ヶ月、ライブ講座
１科目￥１１２,０００
２科目￥２００,０００
３科目以上のセット割引もあり
５科目週２回・全４５回

・入学金（￥１０,０００）、受講料とも支払
いは申込時
・上記のコースのほか３ヶ月の答案練習
コース、６ヶ月の上級コース等のコー
ス、様々な割引制度がある
・通学が困難になった場合は通信講座
や、ビデオオンデマンド講座への振替
ができる

【代表取締役】佐藤　久康
【本社】
〒５３０-００１２
大阪市北区芝田２－９－１９
大栄教育ビル２階
℡０６－６３７４－１６６６
【三宮校】
〒６５１－００９４
神戸市中央区琴ノ緒町５－４－８
三宮駅前カルチャービル５Ｆ
℡０７８－２４２－８５６７
【明石校】
〒６７３－０８９２
明石市本町１－１－２８
明石今橋ビル６Ｆ
℡０７８－９１３－３４９６
【姫路校】
〒６７０－０９２６
姫路市東駅前町５３
ハリマセンタービル４Ｆ
℡０７９－２８８－８３０８
【西宮北口校】
〒６６２－０８３４
西宮市南昭和町２－３０
大阪建設ビル４Ｆ
℡０７９８－６４－０２７７
【塚口校】
〒６６１－００１２
尼崎市南塚口町１－７－８
イトービル２F
℡０６－６４２１－０６２７
【梅田校】
〒５３０－００１２
大阪市北区芝田２－９－１９
大栄教育ビル
℡０６－６３７４－１６６６

株式会社大栄総合教育システ
ム
（大栄税理士学院）
（大栄国家試験学院）
（大栄経理学院）
（大栄コンピュータ学院）
（大栄公務員受験学院）

（解約・返金）
第７条
受講申込後、本人の死亡、病気、事故等やむをえない事由により受講することが不可能と
なった場合で、第６条による学習継続支援（振替）が困難な場合は解約することができます。
経済事情が悪化した、受講する時間的余裕がなくなった、などの個人的都合によるものにつ
いては、一般的な取引同様、解約・返金には一切応じることはできません。
尚、解約をしようとする場合には、解約の申出書とその事由を証明する書類（医師の診断書
など）を提出しなければなりません。
また、解約に際して納付された受講料から受講済み授業料および入学金、使用済みの教材
費、諸経費を差し引くものとし、加えて未受講分受講料に対する解約手数料２０％と５万円の
うちいずれか少ないほうを控除する場合があります。
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申し入れたところ、同年3
月28日付けで、改善する旨の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネットのホームペー
ジに掲載。

一括前払い：銀行振込　、現金
払い
大栄ライセンスローン：３～２４
回の分割払い（クオーク）
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7
ＴＡＣ株式会社
（ＴＡＣ）

〔受講料等〕１、受講申込み後においてご本人の死亡または重大な疾病により、受講すること
が不可能になったと当校が認める場合を除き、受講申込の取消・解約などの返金に応じるこ
とはできません。
※講座申込書裏面に記載
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申し入れたところ、同年4
月10日付け、7月4日付けで、改善する旨の回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネット
のホームページに掲載。

受付窓口申込（現金、デビット
カード）
ネット申込（クレジットカードな
ど）
郵送申込（銀行振込、郵便振
替）
ＴＡＣ教育ローン（２，６，１２，１
８，２４回分割）

公認会計士
１、５年Ｌ本科生Ａ（簿記、会計の知識を
持っていない方）
教室講座（\６６５,０００）
通学+web講座（\７７５,０００）
通学+ＤＶＤ講座（\８００,０００）
２年本科生Ａ（簿記、会計の知識を持っ
ていない方：２年間最長コース）
教室講座（\６８５,０００）
通学+web講座（\７９５,０００）
通学+ＤＶＤ講座（\８２０,０００）
入会金（￥１０,０００）
毎月入学

【代表取締役】斎藤 博明
【本店】
〒１０１－００６１
東京都千代田区三崎町３－２－１８
℡０３－５２７６－８９００
【梅田校】
〒５３０－００１５
大阪市北区中崎西２－４－１２
梅田センタービル４F
℡０６－６３７１－５７８１
【神戸校】
〒６５１－００８７
神戸市中央区御幸通８－１－６　神
戸国際会館２２Ｆ
℡０７８－２４１－４８９５

原則受講料、購入代金前払い

①窓口入金
②現金書留
③郵便振替
④銀行振込
⑤クレジットカード払い
⑥教育ローン（ジャックス提携）

司法書士
【東京校】
予科講座（１月～３月）
本科・基本講座（\４５０,０００　４月～２
月１３０回・予科講座を含む）
本科・全日制（\６８０,０００・予科講座を
含む）
【大阪校】
初歩から学習できる本科ＤＶＤまたはビ
デオコース（￥４２０,０００・いつでも入学
可能）

【代表取締役】川勝 義秋
【本社】
〒１６９－８５０５
東京都新宿区百人町２－８－５
【東京本校】
〒１６９－８５０５
東京都新宿区百人町２－９－１３
℡０３－３３７１－２７４１
【大阪校】
〒５３０－００１２
大阪市北区芝田１－４－１４
芝田町ビル６F
℡０６－６３７３－１４０１

株式会社東京法経学院出版
（東京法経学院）
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第５【解約・返金等】
（１）お客様は、受講申込後においては、お客様ご本人の死亡、重大な疾病による受講不能
（医師の診断書を提出していただきます。）または、これらに準ずる正当事由がなければ、申
込の撤回・取消および受講契約の取消・解約等により、返金を請求することはできません。た
とえば、経済事情が悪化した、受講する時間的余裕がなくなった、等の個人的都合によるも
のについては、通常の取引同様、一切応じられませんので予めご了承願います。
（２）（１）の正当事由が存在し、お客様からの受講契約の取消・解約等のお申し出により返金
する場合、以下の基準に従って返金額を決定するものとします。
〔１〕受講申込後で講座開始前（通信講座の場合、当社からの発送前）の取消・解約等
<５万円以上の講座の場合>受領済受講料から、１０,０００円を差し引いた額
<５万円未満の講座の場合>受領済受講料から、受講申込講座の当学院所定の正規価格
（割引を含まない）の２０％に相当する額を差し引いた額
〔２〕講座開始後（通信講座の場合、当学院からの発送後）の取消・解約等
<通学講座の場合>受講済受講料から、①取消・解約等のお申し出までに講義スケジュール
に従い実施済の講義部分に相当する受講料および配布した教材の部分を差し引いた額。お
よび②３万円または①の残額の２０％に相当する額のいずれか低い額を①の残額から差引
いた額
　<通信講座の場合>①受講申込講座に関する当学院所定の発送スケジュールに従い、取
消・解約等お申し出時までの期間および発送済の通信講座の教材等の部分を差引いた額。
および②３万円または①の残額の２０％に相当する額のいずれか低い額を①の残額から差
引いた額。
〔３〕お客様の手違い等により受講料等を所定の金額より多くお支払になった場合には、過払
い相当額を銀行振込または郵便為替（手数料を差引ます）で返還するものとし、現金による
返金には応じられませんので、予めご注意下さい。
〔４〕各校事務局の窓口以外の書店等で受講料をお支払になった場合の手違い（受付ミス等）
については、当社は一切責任を負いません。
〔５〕特定商取引に関する法律（以下、「特商法」という。）の定める特定継続的役務提供に該
当する講座の取消・解約につきましては、特商法および同法関連の政令・規則等の定めによ
るものとします。
なお、当学院の通信講座・通学講座とも特商法によるクーリング・オフの適用はありません
のでご注意下さい。
★ 上記条項につき、2007年3月2日、ひょうご消費者ネットが改善を申し入れました。
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9
株式会社東京リーガルマインド
(LEC)

(１）　お客様は、受講申込後においては、お客様ご本人の死亡、重大な疾病による受講不能
（医師の診断書を提出していただきます。）または、これらに準ずる正当事由がなければ、申
込の撤回・取消、受講契約の取消・解約等により、返金を請求することはできません。経済事
情が悪化した、受講する時間的余裕がなくなった、等の個人的都合によるものについては、
通常の取引同様、一切応じられませんので予めご了承願います。
（２）　（１）の正当事由が存在し、お客様からの受講契約の取消・解約等のお申し出により返
金する場合、以下の基準に従って返金額を決定するものとします。
①　受講申込後講座開始前（通信講座の場合、当社からの発送前）の取消・解約等
〈５万円を超える講座の場合〉受領済受講料から、１５,０００円を除した額
〈５万円以下の講座の場合〉受領済受講料から、受講申込講座の当社所定一般価格（以下、
「一般価格」という。）の３０％に相当する額を除した額
②　講座開始後(通信講座の場合、当社からの発送後）の取消・解約等　　受領済受講料か
ら、取消・解約等のお申し出までに実施済みの講義部分に相当する受講料（以下、「実施済
受講料」という。）を除した額を基準とし（以下、「基準額」という。）、５万円または基準額の２
０％に相当する額のいずれか低い額を基準額から除した額
なお、それぞれ以下を実施済とし、実施済受講料の算出にあたっては一般価格に従い計算
するものとします。
〈通学講座（ビデオブースクラス以外）の場合〉　受講申込講座に関する当社所定の講義スケ
ジュールに従い、取消・解約等のお申し出時までに経過済の講義部分
〈通学講座（ビデオブースクラス）の場合〉
取消・解約等のお申し出時までに、お客様が受講済の講義部分
★上記条項につき、2007年3月2日、ひょうご消費者ネットが改善を申し入れたところ、同年4
月3日付け、7月11日付けで、改善する旨の回答がありました。詳細はひょうご消費者ネットの
ホームページに掲載。

各本校事務局窓口での現金納
入、銀行振込、郵便振替、クレ
ジットカード、デビットカード、教
育クレジット、代理店（大学生
協、購買会、書店等）
振り込み手数料はお客様のご
負担となります
クレジットカードまたは教育クレ
ジットの利用審査の結果、クレ
ジット契約が不成立となった場
合の既払金の返還は、預り証
によるものとします
＊二回分割制度
　ＬＥＣ講座の一部に適用

入学金(\１０,０００)
支払時期は申込時
一斉入学であるが、年間何回か開講さ
れ、途中で前のクラスに追いつき、終了
は同時期になる。
クラス間自由乗り入れ制度あり
司法書士　新１５ヶ月合格コース
（秋生）受講料(\５８３,０００～８１４,００
０)（通学生講義・ビデオクラス）
割引制度在り
司法試験　レギュラーコース（最短１年
半、通常コースは２年半）
受講料（￥７７０,０００～９３５,０００）

【代表取締役】反町　勝夫
　【本社】
〒１００－０００４
東京都千代田区大手町２－１－１大
手町野村ビル
℡０１２０－３５－５００５
【大阪本部】
〒５３１－６１０８
大阪市北区大淀中１－１－３０
梅田スカイビルタワーウエスト
【神戸本校】
〒６５０－００２１
神戸市中央区三宮町１－１－２
三宮セントラルビル
℡０７８－３２５－０５１１
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ヒューマンアカデミー株式会社
（ヒューマンアカデミー）

１１．解約について
講座のお申し込み後、万が一お客様のご都合で、やむを得ずお申し込みを解約される場合
は、校舎事務局において解約したい旨をお申し出いただき、当学院所定の手続きをお取りく
ださい。この場合、次に定める所定の金額が必要となります。
（１）受講開始前の解約の場合
　①受講開始日の前日から起算して遡って２２日以前の解約の場合は、金額はいただきませ
ん。
　②受講開始日の前日から起算して遡って２１日以降、１５日以前の解約の場合は、入学金
相当額。
　③受講開始日の前日から起算して遡って１４日以降、８日以前の解約の場合は、入学金相
当額、及び受講料の５％の手数料との合計額。
　④受講開始日の前日から起算して遡って７日以降、開講日前日迄の解約の場合は、入学
金相当額、及び受講料の１０％の手数料との合計額。
（２）受講開始後の解約の場合
　A)入学金相当額。
　B)解約申出日迄に既に実施された授業回数（欠席の場合も含む）の受講料額。
　C)受講料額から解約申出日迄に既に実施された授業回数の受講料額を差し引きし、差し
引き残高の５０％の手数料。
　以上、Ａ）・B)・C)を合算した合計額。
＜注意事項＞
　１：解約（日）とは当学院所定の解約申請書をご提出いただき、本学院が受理した日としま
す。
　２：受講開始日は本入学申込書表面の開始日欄の日付を基準とします。
　３：本学院よりお客様へご返金が発生する場合は、原則として解約申出日から３０日営業日
以内にご指定の銀行口座（原則ご本人様名義）にお振込みいたします。なお、内容の確認等
で３０日営業日を超える場合もあります。
　４：既に購入されたテキスト等の教材については、残存価値のないものとして返品による返
金はできません。
　５：納付された検定料は主催団体の規定に基づき、返金できない場合があります。
　６：学費ローンご利用中の場合は、ご利用の学費ローン各社の規定に基づく解約手数料を
別途ご負担いただきます。その場合はローン会社の手続き等もございますので、事務局にお
問い合わせ下さい。
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日、改善を申し入れたところ、同年4
月12日付けで回答がありました。詳細は、ひょうご消費者ネットのホームページに掲載。

お支払い方法は、現金（直接校
舎にご持参または銀行振込）、
教育ローン、提携カードのいず
れかをお選びいただけます。
（現金）
校舎受付にお持ち頂くか、別紙
の振込用紙にて所定の銀行口
座へお振込下さい。
（教育ローン）
ヒューマン提携の信販会社での
教育ローンをご利用いただけま
す。お支払回数は３回～２４回
まで選べます。（受講期間によ
り異なります）
（提携カード）
ライフ、提携カード（ヒューマン
アカデミーカード）によるリボ払
いも受け付けております。（ク
オーク、セントラルファイナンス）

入学金（￥２１，０００）
（パソコンコース入学金は￥５，２５０）
支払時期は申込時（入学金は現金払
い）
一斉入学であるが、講座によっては複
数回開講されるものもある。
コース変更可。校舎によっては講座変
更も可。

【行政書士総合講座】
受講回数１８０分ｘ全４２回
受講料(\２７３,０００）
教材費（1万円位）別途必要
ビデオ補講あり

【代表取締役】齋藤　仁
【本社】
〒１６０-００２３
東京都新宿区西新宿６-６-２
新宿国際ビルディング５階
℡０３-３３４５-８８１７
【三宮駅前校】
〒６５０－００２１
神戸市中央区三宮町１-９-１
三宮センタープラザ東館 ５階
℡０７８－３３３－０２１１
【姫路駅前校】
〒６７０－０９２７
姫路市駅前町２４１
市バスターミナルビル ６階
℡０７９２－２６－８５８０
【大阪駅前校】
〒５３０－０００１
大阪市北区梅田2-5-25ハービスプラ
ザ5階
℡０６－４７９７－４４５０
【大阪心斎橋校】
〒５４２－００８１
大阪市中央区南船場4-3-2ａｔｈｕｍａ
ｎ御堂筋ビル9階
℡０６－６２８２－６２２２
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株式会社法学館
（伊藤塾）

【通学】
Ａ〈講座開講前日まで〉
（１）お申し込みいただいた講座（コース、セット）の該当クラス開講日前日までであれば、理
由の如何を問わず、お申し出により解約による返金請求が可能です。
（２）入塾料は返金できません。
（３）返金の際、申込講座受講料の３０％（ただし上限５万円）の違約金を徴収します。
Ｂ〈講座開講日以後〉
（１）以下の①～②の条件に該当する場合、解約による返金請求ができます。
①受講申込者本人の死亡または、受講申込者本人の重大な疾病による受講不能（医師の診
断書が必要です）
②上記①に準ずる正当な理由があると弊社が認めた場合
（２）社会通念上、個人的な事情と考えられる事由（経済事情の悪化、受講の時間がない、学
習意欲の喪失など）によるものの場合は、返金には応じられません｡
（３）入塾料は返金できません。
（４）解約のお申し出があった場合、すでに実施済みの講義に該当する受講料は返金できま
せん。１回目の講義が始まっている科目に相当する受講料は返金できません。各科目の１回
目が始まっている場合は、その科目の最終回までの講義が実施されているものとみなしま
す。
（５）返金の際、解約のお申し出があった日までに、未実施部分に相当する受講料の３０％
（ただし上限５万円）を違約金として徴収します。
（６）実施済みの講義の受講料及び違約金の算出に当たっては、一般受講料をもとに計算す
るものとします。
★上記条項につき、ひょうご消費者ネットが2007年3月2日付けで改善を申し入れたところ、同
年4月5日付け、6月29日付けで回答がありました。ひょうご消費者ネットが2008年8月27日、
消費者契約法41条1項に基づく請求を行ったところ、同年9月5日付けで回答がありました。

（２００６年秋生）
法科大学院・司法試験併願コース（通
学９０１,８００円、６５４講義～）
司法試験コース（通学８８４,８００円、６４
９講義～）
法科大学院コース（通学６６１,８００円、
４５６講義～）
通学クラス・・・ライブ、ビデオ、
在宅クラス・・・インターネット、DVD,カ
セット
入塾料(\１０,０００)

【代表取締役】西　肇
（塾長　伊藤真　）
〒１５０－００３１
東京都渋谷区桜丘町１７－６
℡０３－３７８０－５５８８
【大阪梅田校】
〒５３０－００１２
大阪市北区芝田２－７－１８
オーエックス梅田ビル新館５Ｆ
℡０６－６３７２－０６１０

現金一括払い、伊藤塾教育クレ
ジット（クオーク）１１/３０まで手
数料０円で利用できる。


